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Ａ．研究目的 

本研究は、禁煙治療利用割合を向上させる健診

の場での効率的な介入手法の開発・検証を目的と

して実施した。日本では喫煙率が依然として高

く、特に 30～50 歳代男性における喫煙率は高水

準にある一方、禁煙治療受療者は喫煙者全体のご

く一部にとどまっている。従来の受動的な禁煙勧

奨では禁煙治療への接続率が低いことから、海外

で有効性が示されている能動的アプローチを、日

本の健診現場に適応した「連携型禁煙支援」を開

発し、その実装可能性および効果を検証した。 

令和 7年度は、①職域におけるオンライン禁煙

治療受療促進介入の効果検証、②喫煙者および保

健医療職の体験分析を通じた実装戦略の開発、③

地域における禁煙外来・薬局禁煙支援受療促進介

入の実施可能性検討、を中心に研究を実施した。

これにより、わが国の制度に合った持続可能な禁

煙支援法を提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

1．【研究 2】職域でのオンライン禁煙治療受療促

進介入の効果検証試験 

新潟県内 6施設を対象とした多施設単群試験を

研究要旨 

【目的】 本研究は、禁煙治療利用割合を向上させる健診の場での効率的な介入手法の開発・検証を目的

とする。令和 7年度は、職域におけるオンライン禁煙治療受療促進介入の効果検証、喫煙者および保健医

療職の体験分析を通じた実装戦略の開発、地域における禁煙外来・薬局禁煙支援受療促進介入の実施可能

性の検討を行った。 

【方法】 【研究 2】では、多施設単群試験により、健診施設における連携型禁煙支援提供促進介入の効

果を検証した。【研究 3-1】では、Patient Journey Mapping（PJM）研究の手法により、喫煙者および保健

医療職へのインタビューを通じて禁煙治療受療の阻害・促進要因を分析した。【研究 3-2】では、禁煙外来

および薬局を紹介先とした連携型禁煙支援提供促進介入の単群実施可能性試験を実施した。 

【結果】 【研究 2】では、連携型禁煙支援の対象となった喫煙者 1,094 人のうち、オンライン禁煙治療

の受療割合は 0.55％であった。1か月以内に禁煙を希望する喫煙者（45人、喫煙者の 5.2%）では 8.9％が

受療に至った。【研究 3-1】では、禁煙の自己効力感の低さや先延ばし志向などが阻害要因として、短時間

禁煙支援後の即時の予約支援や具体的な禁煙情報提供が促進要因として整理された。【研究 3-2】では、禁

煙外来または薬局への予約割合は 1.2％であり、期待される基準（0.5%）を上回り、連携型禁煙支援提供

促進介入の実施可能性が示された。 

【結論】 健診現場における能動的アプローチを組み込んだ連携型禁煙支援は、禁煙治療受療促進に一定

の有用性を示した。オンライン禁煙治療や薬局禁煙支援など多様な支援資源の活用、および喫煙者体験に

基づく実装戦略の改善により、今後さらなる社会実装が期待される。 



実施した。保健医療職 24名に対し、禁煙支援ト

レーニング、マニュアル・チェックシート提供、

オンライン禁煙治療案内チラシ配布、キックオフ

ミーティング、改善ミーティング等から成る「連

携型禁煙支援提供促進介入」を実施した。その

後、2025 年 4月から 7月にかけて、喫煙者に対し

て ABR 方式による短時間禁煙支援（以下、ABR）

とオンライン禁煙治療予約支援を提供し、健診後

3 か月以内のオンライン禁煙治療受療割合を評価

した。 

禁煙支援担当者 1 人が連携型禁煙支援の導入

に要した時間および喫煙者 1 人への連携型禁煙支

援の実施に要した時間を測定し、それぞれに令和 6

年賃金構造基本統計調査をもとに求めた保健師の

平均時給 2,034 円を乗じて、連携型禁煙支援の導

入コストおよび実施コストを算出した。 
 

2．【研究 3-1】健診の場における短時間禁煙支援

を受けた喫煙者の体験に基づく禁煙治療受療の阻

害・促進要因の同定と実装戦略の開発 

Patient Journey Mapping（PJM）研究の手法を

用いて、ABR を受けた喫煙者の体験を質的に分析

した。喫煙者 6名への半構造化インタビューを実

施し、禁煙検討から治療継続までの行動・感情・

阻害要因・促進要因を整理した。また、保健医療

職を対象としたフォーカスグループインタビュー

を行い、禁煙支援実装戦略の検討を行った。 

 

3．【研究 3-2】地域での禁煙治療受療促進介入の

単群実施可能性試験 

静岡県内 2施設において、禁煙外来に加え薬局

禁煙支援も紹介先に含めた連携型禁煙支援の単群

実施可能性試験を実施した。禁煙支援担当者 64

名に対し、禁煙支援トレーニング、薬局禁煙支援

説明、マニュアル・チェックシート提供、キック

オフミーティング、改善レポート提出依頼、全体

ミーティング等を実施した後、喫煙者に対して禁

煙外来または薬局への予約支援を行い、予約割合

を主要評価項目として評価した。 

 

Ｃ．研究結果 

1．【研究 2】職域でのオンライン禁煙治療受療促進

介入の効果検証試験 

連携型禁煙支援の対象となった喫煙者 1,094 人

のうち、6人が健診後 3か月以内にオンライン禁煙

治療を受療し、その割合は 0.55％であった。1か月

以内に禁煙を希望する喫煙者（45人、喫煙者の5.2%）

では 8.9％が受療に至った。インタビュー調査では、

禁煙支援担当者の知識不足、支援時間や人材不足、

予約手順の複雑さなどが阻害要因として抽出され

た。 

禁煙支援担当者 1 人が連携型禁煙支援の導入

に要した平均時間は 432 分で、禁煙支援担当者 1

人あたりの導入コストは14,645円だった。また、連携

型禁煙支援の実施コストは喫煙者 1 人 122 円だっ

た。オンライン禁煙治療受療者数が少数であったた

め、介入効果に基づく安定した費用対効果分析は

実施困難であった。 
 

2．【研究 3-1】健診の場における短時間禁煙支援を

受けた喫煙者の体験に基づく禁煙治療受療の阻

害・促進要因の同定と実装戦略の開発 

喫煙者は「禁煙検討前」「ABR」「検討」「予約」「初

診」「治療継続」のプロセスを経て禁煙治療受療に

至ることが明らかとなった。主な阻害要因として、

禁煙自己効力感の低さ、先延ばし志向、禁煙治療に

関する知識不足、通院アクセス制限が示された。一

方、喫煙による不利益の具体的認識、具体的な治療

法への理解、禁煙支援選択肢の多様性、ABR 後の即

時の予約支援などが促進要因として整理された。

保健医療職フォーカスグループでは、過去の禁煙

経験を肯定的に再解釈するコミュニケーションや

即時予約支援の有効性が示唆された。 

 

3．【研究 3-2】地域での禁煙治療受療促進介入の単

群実施可能性試験 

禁煙支援担当者 64名が介入を完遂し、本格実施

期間中の対象喫煙者 590 人のうち、7 人（1.2％）

が禁煙外来または薬局への予約を行った。内訳は

禁煙外来 5人、薬局 2人であり、期待基準として設

定した 0.5％を上回った。薬局を紹介先に含めるこ

とで、禁煙支援選択肢の拡大と受療促進への可能

性が示された。 

 

Ｄ．考察 
本研究により、健診現場において能動的アプロ

ーチを組み込んだ「連携型禁煙支援」が一定程度実
施可能であり、禁煙治療受療促進につながる可能
性が示された。特に、禁煙意思の高い喫煙者に対し
てはオンライン禁煙治療への接続率が比較的高く、
対象者の選定や重点化支援の重要性が示唆された。 

また、PJM研究を通じて、喫煙者の心理的・行動
的プロセスが可視化され、禁煙自己効力感の向上
や先延ばし防止を意識したコミュニケーション、
即時予約支援の重要性が明らかとなった。さらに、
地域研究では薬局を禁煙支援資源として活用する
可能性が示され、健診現場から地域資源への連携
強化の有用性が示唆された。 

一方で、禁煙支援担当者側の人的・時間的リソー

ス不足、禁煙治療予約手続きの複雑さなど、実装上

の課題も明らかとなった。今後は、健診施設全体を

対象とした実装支援、予約システムの簡素化、対象

者特性に応じた介入最適化、費用効果分析を含め

た検証を進める必要がある。 

 

Ｅ．結論 

令和7年度の研究では、職域および地域における

連携型禁煙支援の効果検証・実施可能性検証を通



じて、健診現場から禁煙治療につなげる能動的ア

プローチの有用性が示された。特に、オンライン禁

煙治療や薬局禁煙支援を含めた多様な禁煙支援選

択肢を提示することにより、禁煙治療受療促進の

可能性が確認された。また、PJM研究によって、喫

煙者の体験に基づく阻害要因・促進要因が整理さ

れ、今後の実装戦略構築に向けた重要な知見が得

られた。今後は、実装支援体制の強化と介入手法の

改善を行い、持続可能な禁煙支援モデルとして社

会実装を目指す必要がある。 
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